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要旨 

インターネットのインフラ化は社会の形や組織のあり方を大きく変化させてきた。組織モ

デルは技術の変化に伴って幾度となく変化を繰り返し、現在でもその傾向は止まることを

知らない。本研究では、「自律・分散・協調」というシステムのあり方に端を持つ概念の

発展が社会、組織のあり方にどのような変化をもたらしてきたのかを先行研究において整

理する。また、現在でも変化を続ける「自律・分散・協調」概念のアップデートを行うべ

く、「自律・分散・協調型社会」の実現を創業以来の目標としてきたアステリア社の調査

を行い、その組織モデルの特徴を明らかにする。本研究は以下4つの問いに答え、「自律・

分散・協調」概念に新たな示唆を与えるとともに、最新の組織モデルとの接続も試みてい

るという点に意義がある。 
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1. はじめに 

2000年代以降のインターネットの急速な発展は、人々の距離を縮め新たなつながりをも

たらした。人々は己の趣味・嗜好をSNSで共有し世界中にその情報は行き渡る。このような

社会の到来を20年前から予期しその旗振り役となった企業が本研究の対象であるアステリ

ア株式会社である。「つなぐ」ということをコンセプトに製品開発を行ってきた同社の理

念の一つに「自律・分散・協調型社会の実現」がある。この「自律・分散・協調型社会」

をアステリアはどのように実現し先導しているのかについて本研究は詳しく触れていく。 

2. 先行研究 

2.1. 「自律・分散・協調」という概念の発展 

森ほか(1984)は、計算システムや制御システムに対して、「自律・分散・協調」という

新たな概念を提案し、システムへのニーズ拡大により、1. システムの無停止、2. オンラ

イン状態でのシステムの柔軟性、3. オンライン保守性という三つのニーズを満たす必要が

出てきたと指摘した。そして、そのニーズを満たすためのシステムとして、従来の計算機

や制御システムとは異質の「自律分散システム」を提案した。これは、分子生物学の発展

を背景とし、生物の各細胞が均質で局所的な周囲状況を利用して平等に振る舞っているこ

とをサブシステムに適応した概念である。自律分散概念は、以下の観点に立ち、システム

を捉えるものであるとした。 

まず前提として、1. まずサブシステムが存在し、それらの統合した結果としてのシステ

ムが存在する。また、2. どれかサブシステムが不稼働になっているのがシステムにとって

常態である。 

さらに、サブシステムについては以下の前提を置いた。それは、1. 各サブシステムはそ

れぞれコントローラを持ち、各コントローラは目的を持つ、ということと、2. 各サブシス

テムのコントローラは、それぞれ独自の責任で制御すべき担当領域を持つことである（森

ほか, 1984）。 

上記の観点と前提のもとで、自動可制御性と自律可協調性の特性を持つものが自律分散

システムであると定義されている。自動可制御性とは、いかなるサブシステムが不稼働に

なっても、残りのサブシステムのコントローラはそれらの担当領域の状態を任意に制御で

きるということである。自律可協調性は、いかなるサブシステムが不稼働になっても、残

りのサブシステムのコントローラはそれぞれの異なった目的を協調できることを意味する

（森ほか, 1984）。 

サブシステムの自律と担当領域の分散、不稼働になった際の協調といった概念が出発点

となっている。 

次に、情報技術の発展やネットワークの拡大を契機として、この自律・分散（・協調）

の概念を組織に適用し、ネットワーク組織として位置付けたのが、今井・金子(1988)らで

ある。金子(1986)は、ネットワークをある特定の思想に基づいた組織の作り方を表現する

コンセプトであるとし、全体の目的に対してメンバーが役割を果たすような「統制型組織」

と対をなす組織として、自主的な判断に基づくメンバー参加の組織を「参加型組織＝ネッ

トワーク」と位置付けた。また、ネットワークにおいては意思決定の際にコンフリクトが

生じるといい、このコンフリクトが解決されるにつれて組織は強固なものに育っていく点

が特徴的であると指摘する。さらに言えば、ネットワークの個々のメンバーがそれぞれ自

分たちの目的を追求する過程でネットワーク全体が最適になるような行動、仕組み作りが

大切であると主張する。 

他方、今井(1986)は、日本の企業間関係は、「財閥」から「企業グループ」へ、そして
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「ネットワーク産業組織」へと変わってきたと指摘しており、「ネットワーク産業組織」

では、情報が内部ネットワークと外部ネットワークの相互作用によって生み出され、絶え

ずイノベーションを起こしていくことが可能であると述べている。両者ともに、ネットワ

ークにおける連結（協調）に着目した議論を展開していたことがわかる。 

「自律・分散・協調」の概念と社会を接続した比較的新しい研究としては、國領（2009）

の「自律・分散・協調」モデルがある。國領（2009）は、末端の結合こそがインターネッ

トの特徴的な構造であるとして、バーチャルとリアルの結合・可視化が進んできたと指摘

する。さらに、インターネットの原型は「ネットワークのネットワーク」と呼ばれるよう

に、多くの主体が、構築したネットワークを相互に接続することにより、全体として大き

なシステムを動かすという構造である。このように自律性の高い小規模システムがネット

ワーク化しながら協調的に連携するメカニズムを「自律・協調・分散システム」と呼んだ。

國領（2009）はこのシステムを社会モデルに適用し、「参加型構造」と表現した。その特

徴は、個々の主体や現場といった末端同士が相互に情報の流通を行うことができる点にあ

るとし、中央集権的な社会の合理性が損なわれたことを指摘した。 

國領（2009）は「自律・分散・協調」を社会モデルにまで適用したが、この概念を組織

にまで広げた最新の組織モデルが存在する点も見逃すことができない。この「自律・分散」

を取り入れた組織モデルは「分散型自律組織（DAO)」と呼ばれている。DAOには、「様々な

形態があるが、いずれも集合体として機能し、メンバーが民主的に意思決定を下す。従来

のCEOや上級経営幹部チームのように、ある特定の人物が主導権を発揮することはない」

(Ruane & McAfee, 2022)。DAOは地理的には分散しているが、共通の目的を持った人々がイ

ンターネット上で組織を結成する。最初にアイディアを投げた人物がトークンを発行する

ことで資金調達を行い、資金の出し手にはガバナンスの権利が付与される。一度資金が集

まれば影響力に差はなくなり、メンバー全員で決定を下すべく合意を形成しなければなら

ない。この方式で下すことができる決定は従来型の組織と比べて幅が狭く、DAOが従来型の

組織にとって変わる可能性は低いと指摘されている(Ruane & McAfee, 2022)。 

ここまで、「自律・分散・協調」という概念の起源から、組織や社会への適応によって

拡張されてきた流れを整理してきたが、「自律・分散・協調」の概念は、ブロックチェー

ンの発展に見られるように、日々進化していると考えられる。「自律・分散・協調」の考

え方を取り入れた最新の組織モデルは先に紹介したDAOであるが、これは先行研究が指摘し

ているように一般的な企業と繋がらない部分が多い。そこで、進化を続ける「自律・分

散・協調型社会」において有効に作用する、一般的な企業に適用可能な組織モデルを明ら

かにするべく以下のリサーチ・クエスチョンを設定する。 

 

RQ1：「自律・分散・協調型社会」で有効に作用し、一般的な企業に適用可能な組織モデ

ルとはどのようなものか？ 

 

自律・分散・協調の概念に関連し、このモデルの候補になり得る組織モデルを先行研究

においてさらに整理する。 

 

2.2. 組織モデルの発展と最新の組織モデル 

Laloux (2014) は人類史の中で発達してきた組織モデルを体系化し、それぞれ衝動型

（レッド）組織、順応型（アンバー）組織、達成型（オレンジ）組織、多元型（グリーン）

組織、進化型（ティール）組織に分類した。それぞれの特徴を下図にまとめた。 
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表1  組織の発展とその特徴 

 主な特徴 現代での事例 

衝動型組織：集団をまとめるためにリーダ

ーは常に暴力を行使。恐怖による支配。 

・労働分担 

・指揮権限 

・マフィア 

・ギャング 

・部族の民兵 

順応型組織：ピラミッド型の階層構造。ト

ップダウンによる指揮命令。厳格なプロセ

スにより「安定」を重視。 

・安定した大きな階級組織 

・プロセス（長期的視点） 

・軍隊 

達成型組織：目標は競争に勝つこと。利益

を獲得し、成長を目指す。イノベーション

を重視。 

・イノベーション 

・説明責任 

・実力主義 

・多国籍企業 

 

多元型組織：古典的なピラミッド組織の中

で、文化と権限移譲を重視して、従業員の

モチベーションを高める。 

・権限移譲 

・価値観を重視する文化 

・ステークホルダー 

・モデル 

・文化重視の

組織 

進化型組織：階層は存在せず、完全に個

人・チームに裁量権を与える。従業員のモ

チベーションを重視し、利益よりも存在目

的を重視。 

・自主経営 

・全体性 

・存在目的 

 

出所：Laloux (2014) に基づき筆者作成 

 

基本的に組織は表1の上部から下部にかけて発展してきた。最新の組織モデルであるティ

ール組織はネットワーク組織の発展形である。朴（2003）によるとネットワーク組織の特

徴は、次の三つが挙げられる。第一に、中枢性格として自律性、目的・価値の共有・共感、

分権性があること、第二に、一定の目的・価値を共有、あるいは共感する自主的な人々が

自律的にコミットメントして成している協働システムであること、第三に、水平的な構造

を持ち、分権化を目指すシステムであることである。 

さらにティール組織の特徴は次の三つをLaloux (2014) は提示している。一つ目は自主

経営である。構成員に大幅な権限移譲をし、役職は流動的でマネージャーは主に助言に徹

する。二つ目は全体性である。自由な職場環境とフレキシブルな労働時間、採用や評価の

明確な目的化が特徴である。三つ目は存在目的である。自社が何のために存在するかを重

要視し、利益は存在目的を達成することに付随するものだと認識する。 

グリーン組織との違いで考えられるのは権限移譲の度合いの違いである。グリーン組織

も構成員への権限移譲を重視している。しかし、それはあらかじめ仕事の範囲は決められ

たものである。ティール組織の具体的な事例は、Laloux (2014) を参照してほしいが、グ

リーン組織と比べて圧倒的に自由度が異なることが特徴である。 

 

2.3. 小規模組織 

Bommer and Jalajas (2004)は大企業と中小企業におけるイノベーションの源泉の差異に

ついて定量分析を行った。その結果、技術情報の源泉としてより多くの情報源を使用し、

それらをより多く活用する中小企業は、より革新的だと判明した。また、大企業はその規
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模のために組織的・空間的に分離されており、他部門との相互作用が少なくなる。サイズ

の小ささは組織間コミュニケーションがより効果的になる可能性がある。また、中小企業

は内部変化に機敏で柔軟性があり、外部環境に適応しやすい。Acs and Audretsch (1987)

は、米国SBAデータベースを用いて、中小企業の従業員一人あたりの革新数が大企業よりも

かなり高いことを発見した。Pavitt et al.(1987)は技術従業員1人当たりの特許数や投入

資金当たりのアウトプットが、小規模企業では高いと見出した。 

既存スタイルの少人数組織は、階層型組織の分業を進化させた組織だととらえられる

（沼上, 2004)。個々の専門性が高まり、高度化が可能になる一方で、タスクの理解やモチ

ベーション維持で課題を残す。 

板谷・丹羽（2005）もまた、少人数組織型のR&Dマネジメントモデルを提示している。彼

らのモデルでは、現場は複数の業務をこなし、マネージャーはそれを支援するという破格

の実行権限が現場に委譲されている。しかし、この板谷・丹羽（2005）ではこのモデルの

実証事例はなく、また事業分野は不明瞭である。 

 

2.4. 先行研究のまとめ 

ここまで、「自律・分散・協調型社会」に適応でき得る組織モデルについて整理した。

ティール組織は「自律・分散・協調」の概念に近いものがある。また、少人数型組織にお

いても同様である。そこで、次のようなリサーチ・クエスチョン(RQ)をたてた。 

 

RQ2：「自律・分散・協調型社会」においてティール組織と小規模組織はそれぞれどのよ

うに対応するのか？ 

 

以上二つのリサーチ・クエスチョンを検討するために、「自律・分散・協調型社会」の

実現を標榜し実現しているアステリア株式会社を研究対象にした。 

 

3. 調査方法 

本研究では、アステリア株式会社における組織モデルに着目し、その整理を通じて論点

を導き出す。対象者(表3)へのインタビューと二次資料を用いて事例分析を行い、同社の組

織がどのように変遷し、どのような意図で現在の組織体制に至ったのかについて理解する

ことを通して、その新規性・特異性を紐解いていくことを目指す。本研究のデータ収集に

は、アステリア株式会社の製品開発や市場戦略に深く関わった幹部、技術者、および責任

者へのインタビュー、およびアステリア株式会社の20年史、ウェブサイトや雑誌や新聞と

いった二次情報を利用する。 

アステリアは創業時より人数規模を小規模に抑えてきた。中間管理職は少なく、大企業

の階層構造とは一線を画す。部署間のコミュニケーションも盛んであり、フラットな組織

を実現している。最新の組織モデルであるティール組織では権限移譲を重要視していたが、

アステリアの場合はどのような体制であろうか。また、その理念や実現方法についても次

章の事例より詳しく見ていく。 
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表3 インタビュー対象者一覧 

インタビュー時期 対象者 

第一回 オンラインインタビュー 

(2023/9/19) 

齊藤裕久氏（常務執行役員、最高財務責任者）、齋藤

ひとみ氏（広報・IR 室）、小出朱莉氏（広報・IR室） 

第二回オンラインインタビュー 

(2023/9/22) 

平野洋一郎氏（代表取締役社長）、北原淑行氏（代表

取締役副社長） 

第三回 オンラインインタビュー 

(2023/9/26) 

熊谷晋氏（常務執行役員、営業本部長、マーケティン

グ本部長）、田村健氏（執行役員 研究開発本部長） 

メールインタビュー 

(2023/12) 

平野洋一郎氏、北原淑行氏、熊谷晋氏 

オフラインインタビュー 

(2023/12/17) 

平野洋一郎氏 

 

4. 事例 

4.1. アステリアが考える「自律・分散・協調型社会」とは 

アステリアは創業時から「自律・分散・協調型社会」の到来を確信し、その実現に向け

たプロダクトの提供を行ってきた。同社は、この「自律・分散・協調」の概念を社会にま

で拡大し、インターネットが社会インフラとして確立した後に社会が如何にして変わって

いくのかという展望を持っていた。 

 

1998年に創業したときに、これからインターネットが社会インフラになるということ
がもう、まず基本ですよね。インターネットってのも世界中、瞬時に繋がって話もで
きる。その上でいろんな仕事もできるというようなところが、ここにベースがありま
す。そうすると社会がどうなるかっていうと、それまで中央みたいのがあって、そこ
を仲介して情報とか価値は流れるしかなかったですよね。（…中略…）インターネッ
トが進むとそれがダイレクトにできるようになるとあの当時考えたんですね。実際に
今もう既に情報とかは誰でも流せるようになってですね、発信もできるし、それでも
ここ20年、25年ぐらいずいぶん変わったんですけども、これまださらに価値の自由流
通ができるようになるともう仕事までそこに乗っていきます。これが私達が考えてい
る「自律・分散・協調」ネットワークなんですよ。（…中略…）この技術の進展とい
うのが、やっぱり個々の人だとか、個々のチームだとかあとは多様性、こういったも
のを生かした形で進めていけるって昭和以前とはずいぶん違った社会ってのが実現で
きることをイメージしてたのは明らかに進んできている。（平野洋一郎氏） 

 

インターネットが社会インフラになることで自由に価値の流通ができるようになる。こ

こに企業や仕事も乗ってくる社会になる。さらに、この技術の発展が個々人や個々のチー

ムの多様性を活かした形で進んでいくことで、「階層・規律・統制」とは真逆の社会が実

現するという確信を持っていた。それゆえに、この社会の実現のためにはデータをつなぐ

必要があると考え、「つなぐ」ソフトウェアを数々生み出していったのだ。平野氏は「自

律・分散・協調型社会」では組織と組織の関わり方も変わると指摘し、その上で同社が意
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識している組織作りについて以下のように続けている。 

 

一番ですね、意識をしているのは自分たちの図体が大きくならないということです。
この「自律・分散・協調」って小さいチームが繋がって大きなことをやるんですよ。
階層規律統制の時代は、もう大きな会社でしか大きなことができない。だから日本も
大企業ができてきたわけですよね。何万人っていう会社っていうのは、何か大きい会
社でいい会社なんですけども、私達のチャレンジは、その「自律・分散・協調」つま
り小さい組織が繋がって大きいことをやる、その場に応じて繋がる。なので、自分た
ちが何万人みたいな会社になったら、これねやっぱ紺屋の白袴になってしまう。小規
模の人たちが繋がって大きな価値を作るという社会に向けて私達は挑戦をしているん
ですよね。だからこれは組織としてすごく気をつけています。もちろんまだね150な
んで、まだまだ大きくはできるしM&Aなんかも考えてますから。ただ万にはならない。
これから大きくなって、今の万持ってるような大企業がやってるようなことをうちも
やっていこうと考えてますけども、そのために人数が大きいということにはならない。
（平野洋一郎氏） 

 

図1 自律・分散・協調型社会 

 
出所：アステリア中期経営計画より 

 

「自律・分散・協調型社会」では小さなチーム（組織）が繋がって大きな価値を作るこ

とができるとし、同社ではその実現の旗印になることを意識した組織作りに取り組んでき

た(図1)。重要な考え方である「あえて組織の規模をセーブしている」という点について、 

他人のことに忙しくて、自分自身のことには手が回らないことのたとえで使われる「紺屋

の白袴」ということわざを用いて説明をしている。実際、現在でも従業員数は150人と、東

証プライム上場企業の中でもかなり小規模な組織である。ノーコード技術を用いたソフト

ウェアの提供だけでなく、自分たちの組織が「自律・分散・協調型社会」を先導する役割

を果たそうとしているのが特徴である。当然、会社の規模は外部環境の変化への対応など

からコントロールできない部分があるが、この規模のセーブについて、外部環境の変化か

らの影響を軽減するにはビジネスモデルに立ち返ることがヒントになると述べている。

「自律・分散・協調型社会」では小さなチーム（組織）が繋がって大きな価値を作ること

ができるとし、同社ではその実現の旗印になることを意識した組織作りに取り組んできた。 

 

そこはですね、ビジネスモデルをよく考えるということなんですね。例えばソフトウ
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ェア開発だけども、個別開発をしてないんですね。いわゆる受託開発。受託開発をす
ると例えば10億円の案件を受注しました。そうするとそのためにそのプロジェクトに
150人必要で開発をして納品しますみたいなことが起こります。これは、日本の一般
的なSIerさん、そうです。だから受注が増えると人も増やさないといけないこういう
形。うちはプロダクトだけをやってるんです。プロダクトは例えばWarpはね、10本売
れましたっていうときと100本売れましたっていうときに、開発者増やさなくていい
んですよ。うちの得意分野であること、そしてビジネスが大きくなったときにそれと
比例して組織を大きくしないといけないのか、それともそうではないのか、こういっ
たところを考えた上で、このビジネスモデルを考えているんです。（平野洋一郎氏） 

 

平野氏は外部環境やビジネスの変化からの影響をコントロールし、組織の規模をセーブ

するためには、受託開発をせず、プロダクトにこだわることが重要であると指摘している。

同社の創業理念の一つに「存在価値至上主義」というものがある。創業理念には、「既存

の多くの会社が持つ売上至上主義、利益至上主義に対し、当社は「存在価値至上主義」を

とる。他社との差別化、社会貢献などに照らし、当社の存在価値がないような製品、サー

ビスの提供は行わない。会社の存在価値がなくなった場合には解散も辞さない」と記され

ている。この考え方に基づき、社会に新たな価値を生み出すパッケージソフトウェアの開

発に注力し、受託開発を行わないという経営スタイルを現在まで貫いてきた。 

 

私たちは唯一の例外を除いて受託開発ではなく、製品開発にこだわってきた。受託な
ら今ある技術を生かしてお客様の要求に最適化することが大切です。（平野洋一郎氏） 

 

お客様が必要とするタイミングで作り始めてもダメですからね。その先をやらないと。
普遍的ソフトウェア・プロダクトを作っているものの宿命ですから。先行しないとラ
イフタイムの長い製品は作れない。（北原淑行氏） 

 

同社の製品開発の特徴として、現在の顧客ニーズではなく未来の顧客ニーズに着目する

ことで市場を創り出し、プロダクトライフが長い製品開発を意図していることがわかる。

その開発の根底には「自律・分散・協調型社会」の実現とそのための「つなぐ」ソフトウ

ェアの提供があるということである。 

 

4.2. 「少数精鋭」を体現する企業としてのアステリア 

 「自律・分散・協調型社会」実現の旗印となるべく、組織の規模をあえてセーブしてい

るアステリアだが、その組織はただ単に小規模である訳ではなく、「少数精鋭」である点

を強調したい。「少数精鋭」という言葉は辞書によると「人数は少ないが、すぐれた者だ

けをそろえること」であるが、経営の文脈では意味が変わってくると捉えることもできる。

「少数精鋭」という言葉に対して、これらとは一風変わった定義をしているのが平野氏で

ある。 

 

「少数精鋭」の、私の考えの根本はさっき言いました。小さい組織が繋がって、大き
いことをやるというようなことを自分たちが体現するということですね。つまり、会
社として考えれば、領域をある程度シャープにしておくってことです。繋ぎ手として
ね、私達はデザインとか、投資というのはやっていましたけれども根っこがソフトウ
ェアであるのは変わりないんですね。以前から説明している通り、デザインも踏襲の
ソフトウェアを伸ばすため、始めていますんでそういう繋ぎ手を増やすって効果ある
じゃないですか。例えば投資、デザインっていうのはやっぱ自分たちのブラッシュア
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ップですけどね。そういったようなことを含めて、その自分たちが世の中で際立って、
選ばれる存在であることをキープするための一つの方策が「少数精鋭」である。（平

野洋一郎氏） 

 

平野氏は「少数精鋭」と「自律・分散・協調型社会」を結びつける形でこの言葉を定義

しており、小さい組織が必要に応じて繋がって大きなことをやるということ、これを体現

することだとしている。ここで注意が必要なのは、賢い人ばかりを集めるという意味での

少数精鋭ではないということだ。アステリアで働く一人一人が自身の専門領域に特化して

力を発揮し、会社としても勝負する領域をシャープにする。その上で必要に応じて他社と

繋がり、時にはその繋がりを切り離しながら大きなことを成し遂げるのが、彼らの定義す

る「少数精鋭」の組織である。繋ぎ手としての役割と自分達のソフトウェアのブラッシュ

アップを両立するために積極的な投資事業も行ってきた。結果として、同社の代表製品で

ある「Asteria Warp」はEAI国内市場において16年連続シェア一位、「Handbook」はMCM製

品国内市場において2013年以降シェア一位を獲得し続けている。 

このように優れたプロダクトの提供によって、際立って選ばれる存在であり続けるとと

もに、データやヒトを繋ぎ、「自律・分散・協調型社会」の実現に寄与してきた同社であ

るが、社会改革の面でも「小さい組織がつながって大きなことをやる」を体現している。

同社は、いち早くブロックチェーン技術に着目し、研究を行ってきた。2016年には日本国

内におけるブロックチェーン技術の普及啓発、研究開発推進、関連投資の促進および海外

のブロックチェーン団体との連携などを目的に、国内初となるブロックチェーン団体とな

る「ブロックチェーン推進協会」を設立した。同協会では、メンバー企業と連携し仮想通

貨の社会実験や技術者・企画者の育成を行っている。またアステリアは、会社の枠を超え

たテレワークの推進など、働き方改革の先駆企業として注目されている。社外連携では首

都圏に本社・事業所を構える企業と連携し、2019年に設立された「TDMテレワーク実行委員

会」の施策を通じて、働き方改革を社会全体に広めている。同委員会では、メンバー企業

23社が対象従業員1300人に対して一斉にテレワークを実施するとともに、シェアオフィス

サービスとの連携による環境整備や情報発信を行っている。このように、社会を先導する

取り組みに他社を巻き込む形で取り組んできた同社は、まさに平野氏が定義する「少数精

鋭：小さい組織が繋がって大きなことをやる」を体現している。さらに、その内容も、技

術的に自律・分散を促すブロックチェーンと組織的に自律・分散を促すテレワークの推進

となっており、「自律・分散・協調型社会」の実現に結びついている。 

 

4.3. アステリアの研究開発・営業の組織体制とビジネスモデル 

アステリアは自社の組織規模を抑えながら、他の企業と連携して社会を先導する取り組

みを行ってきた企業であるが、組織の規模を抑えながらどのようにビジネスを回している

のかという点について、主に研究開発と営業に着目して整理していく。まず、研究開発に

ついて、表2は同社の主要4製品の開発開始の時期と開発に携わった人数、市場投入とその

後の展開を整理したものである。なお開発についてはいずれも初期の研究調査やプロトタ

イプの作成から始めている。 

表2からわかるように、開発に携わっているメンバーの数が極端に少ないというのがアス

テリアの特徴の1つである。開発メンバーの規模が大きくなることについて問われた副社長

の北原氏は次のように答えている。 
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表2 アステリアの主要4製品の開発5 

 開発開始の

時期 

携わった

人数 

市場投入時期とその後の展開 

Asteria 

Warp 

1999年の後

半 

3名 2002年にAsteriaR2を市場投入後バージョンアップ

を重ね、2006年以降EAI/ESB国内市場においてシェ

ア一位を獲得し続けている。 

Handbook 2008年前半 2名 2009年に市場投入後、営業支援ツールとしてのバ

ージョンアップも実装。2013年以降、MCM国内市場

でシェア一位を獲得し続けている。2019年にはセ

ールス・イネーブルメントツール市場でシェア一

位を獲得。 

Platio 2014年 1名 2017年に市場投入後、コロナ需要を上手く捉えて

売上を拡大。2022年にはB2Bノーコードモバイルア

プリ作成ツール市場において、1. SMB市場、2. 内

製型導入社数、3. サービス業の3つのカテゴリで

市場シェアNo.1を達成した。 

Gravio 2014年 2名 2017年に市場投入後、バージョンアップを重ねて

おり、目下売上が拡大している。 

 

恐ろしいことに、今でも人数が少ないんです。ある程度人数が少なくてもうまくやれ
る。むしろその人数を多くしちゃうと、破綻しちゃうんじゃないかっていう不安の方
が大きくて、人数を意識的に少なくしてやってるっていうのが実はあります。（北原

淑行氏） 

 

 同社の最初の製品はXMLの処理エンジンである「iPEX」であり、1999年の1月に出荷され

た。これは、北原氏が創業からわずか4ヶ月で開発したものであるが、NTTデータの導入実

績から知名度が拡大していった。平野氏は「iPEX」の開発に際して、大手ベンダーと競合

していたことを明かしており、大手ベンダーが12名の開発体制で「IPEX」のリリースから8

ヶ月遅れていたことを強調していた。この点について平野氏は次のように続ける。 

 

やっぱ人数が多ければ多いほど、指数関数的にコミュニケーションコストがかかる。
そんなことを全部排除してレベルを合わせて本当に少人数でやると、あの、いらない
んすよ、人数が。（平野洋一郎氏） 

 

 一方の営業においても「少数精鋭」の考え方が反映されており、アステリアの営業部隊

は30名という限られた人数で運営されている。上場前後に組織的な営業体制を確立してい

った同社は、その後パートナーを通じた代理店販売を拡大させていった。自社で直接顧客

へアプローチするのではなく、販売面を代理店にアウトソーシングすることを選んだので

ある。 

 

 
5 技術調査目的で、SnapCal、LinoitなどのiPhoneアプリの作成を2008年から行なっているが、開発に携

わった人数はSnapCal 2名、Linoit 1名である。市場に投入する目的で撤退したものはなく、技術調査で

Prototypeを作成していく過程で主要製品にどう盛り込むかなどを検討しながら進めている。 
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基本はパートナーの数、掛ける営業、その中に営業さんがいて、マーケティングチー
ムがいてってなるんで増えてった方がいいんですけども、結局そこを紐付けてんのも
例えば僕だったりとか、僕の下に営業チームだったりとかするので、増えすぎると人
がやっぱり管理できるパートナー、管理という言い方あれですかね、ご一緒できるパ
ートナーっていうのは限りがある。(中略）今は例えば電帳法対応とかですねいろい
ろなんかいろいろシステム対応とかサービス対応とかが必要になってきて世の中移り
変わってるので、その対応によって必要とされるようなパートナーシップってのは変
わってくるのでそのときにターゲットをやって広げていく。なので、広げて固めて広
げて固めてっていうのを繰り返してるようなイメージですかね。（熊谷晋氏） 

 

同社の代理店販売の特徴はその数を制限していることにある。30人前後の限られた営業

のリソースを有効に活かすような手法として、提携するパートナーの数を制限するととも

に、マーケティング手法の共有や指導などパートナーの育成にも力を入れる。ここで注意

するべきことは、パートナーの数を制限することの真の意図は、管理が煩雑になるのを防

ぐことではなく、パートナーのロイヤリティ向上にあるということである。 

 

パートナーさんと私達はエコシステムっていうその相互がこの世の中の役に立つとい
う仕組みを作ってます。そうなると、パートナーさんを増やしすぎるとですね、パイ
の取り合いになりますね。データ連携という領域で、パートナーさんが例えば倍にな
ったとします。そうすると、市場はいきなり倍にならないですから、同じ市場を取り
合ってパートナーさんの売り上げが減ってしまうということになりかねないんですよ。
だから、私達自身はパートナーさん、パートナー企業の売り上げとか利益とかそうい
ったことも考えた上で、増やしすぎない。そうすることによって、パートナーさんと
の信頼関係もでき、かつ十分なそこにビジネスができるのでパートナーの中でのエン
ジニアだとか営業の方のロイヤリティも高くなる、そして私達の支援をしていただけ
るとこういうまさにパートナーシップをですね、大切にしているというのが一番です。
（平野洋一郎氏） 

 

平野氏はパートナーの数に制限を設ける意図として、一番はパートナー同士が市場を食

い合うことを避けて、そのロイヤリティを向上させることであると述べている。もう一つ

は管理が煩雑になることを避け、小規模営業部隊を維持するということであると指摘して

いる。やはり、パートナーの信頼関係づくりに重きを置く姿勢の根底には、「自律・分

散・協調型社会」の実現があるということがわかる。「自律・分散・協調型社会」の実現、

「少数精鋭：小さい組織が繋がって大きなことをやるを体現する」の考え方のもとで、研

究開発と営業の双方が組織され、表2からわかるようにマーケットリーダーの地位を幾度と

なく勝ち取ってきた。同社の強みと組織規模拡大の方針について人事を取り仕切る齊藤氏

は以下のように指摘する。 

 

やはり我々の会社がですね、大会社と比べたときに大会社に勝てないですね。売り上
げにしても、もちろん事業基盤、規模にしても。何でやはり戦っていくかっていうと、
これは私個人ではこの会社に限らずですね、今まで考えてきたことは、1人当たりの
生産性であったりとか売上高利益だったり、やっぱりこういうところなんですよ。こ
こがやはり大会社よりもうちは1人ずつ見たときにとんがってるというところで、会
社のバリューが出せるのかなというふうに考えてますので、やはり規模を大きくして
どんどんどんどん人を増やしてっていうふうな考え方は少なくとも私の中にはないで
す。（齊藤裕久氏） 
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4.4. 少数精鋭の組織を維持するための取り組みと慣行 

前項では、研究開発と営業部隊の組織体制について触れ、「自律・分散・協調型社会」

の実現を目指すアステリアの組織は「少数精鋭」であると指摘をしてきた。しかし、「少

数かつ精鋭の組織」を維持するという点については、組織の文化や慣行に触れないことに

は不十分である。本項では、同社の組織を特徴づける取り組みを紹介し、いかにして「少

数精鋭」の組織を維持しているのかを明らかにする。同社における組織の特徴は以下の3つ

である。それは、1. フラットでチャレンジしやすい組織で、2. コミュニケーションへの

こだわり、があり、3. 組織文化の浸透とアウトプット至上主義だということである。 

 

4.4.1. フラットでチャレンジしやすい組織 

アステリアの組織の特徴の1つは、社内の風通しが良くフラットな組織を実現しているこ

とである。これは平野氏の努力が大いに関係するが、社長との距離が近いことで社内の誰

もが提案を形にしやすい環境が整っており、チャレンジがしやすい社風であることを指す。 

 

どちらかっていうと社長は本当に何事もまずやってみてチャレンジしてみて、面白そ
うだねやってみようかで失敗したら、失敗したことも糧となるので、じゃあ次、何に
生かそうかっていうことがメインで考えてくれるので、通常の会社のように何かの承
認ルートがあったりするわけではなく、むしろ新しい発想をすること、考えること、
アウトプットすることが重要というような社風です。（齋藤ひとみ氏） 

 

自由にできる空気があるんで、なんかそこは最大限活用したいなって気持ちになりま
すかね。変に指示を待つのではなくて、むしろ自分の発想でとか自分の想像力とか発
想力を発揮できるような仕事がしたいなとていうので、今までの会社だとどうしても
ある程度答えが決まってるような感じで任せられるんで、その枠の中でやらないと結
果的には評価もされないしっていうのがあるんですが、平野さんの場合には奇抜であ
ればあるほど喜ばれるので、そういう面では何かただ単に任されてるって以上に工夫
もしがいがあるというかですね、変な忖度がない会社なので自由に突拍子もないこと
を含めてですね、議論しやすい経営者っていうところ。（長沼史宏氏） 

 

 平野氏が、多様性や個々の価値を引き出すことを大切にしているからこそ培われたチャ

レンジしやすい風土がアステリアには根付いている。さらに、社内のやりとりをSlackに一

元化することで、全てのやりとりが全社員に共有されるとともに、社長への提案もいつで

も可能である。このような風土と仕組みのもとではボトムアップの提案が生まれやすくな

る。実際に、同社では社内コミュニケーションを促進するための「奢りワイン」や、気温

が35度以上と予想される日にはテレワークとする「猛暑テレワーク」などの一見突拍子も

ない施策が多く提案され、採用されてきた。また、同社のスタンスとして、細かい指示は

与えず社員の自律を促すことを重視している。こうした点からもフラットな側面を押し出

しているとわかる。 

 

4.4.2. コミュニケーションへのこだわり 

アステリアの組織の特徴の2つ目はコミュニケーションに対するこだわりである。同社は

東日本大震災をきっかけにテレワークの導入を進めていった結果、新型コロナウイルス感

染症の影響を最小限に抑えることができた。さらに、コロナショックを契機として完全フ

ルリモートに移行した珍しい企業である。平野氏は同社の組織について、部門間の横のつ

ながりが取りやすく、マネージャーを介さずとも直接のやりとりができる組織であると強
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調している。 

 

組織図に沿って話をしなきゃいけない会社ってこれ多いんです。つまり、隣の部門の
人に話すには、上長に話した上長からその横の組織の上長に話して隣の話を通すって
いう。あとは部長がいて本部長がいると、部長を飛び越えて話すとこれはもう絶対駄
目とかこういうのあるんですけど、うちは別に飛び越えて話していい。（平野洋一郎

氏） 

 

 では、フルリモートのもとでどのようにコミュニケーションの壁を取り払っているのか。

ここに同社の特異性が見て取れる。同社ではコロナ期間に3ヶ月ごとのアンケートを実施し、

結果をもとに施策を打つことで従業員の生産性の向上に繋げてきた。 

 

ホームオフィスを良くするために、毎月全員にですね、そのホームオフィスの快適化
資金っていうのね、最初1万5000円、今でも8000円やっていまして、例えば椅子一つ
とったって、あの家にある椅子はずっと座ってるために作られてないんですよね。食
事するためとかテレビ見るためじゃないですか。ずっと座って仕事をするためのよう
に会社にあるようないいものではないです。それをやっぱり設備としても環境として
も良くしていくこういったことをもうチャレンジです。こういった快適であることが
コミュニケーションにも繋がるし、あとは物理的にですね、線が細くて、なんか画面
が時々切れるとか、こうやってやっぱりあのコミュニケーションの障害になるじゃな
いですか。こういったところも解消していく。（平野洋一郎氏） 

 

 平野氏はコミュニケーションを促進するための考え方として、働きやすさが大切だと指

摘する。社員の自宅の椅子や回線に気を使い、支援をすることで快適な労働環境づくりに

取り組み、フルリモートのもとでコミュニケーションの障害を取り除いている。 

 

ホームオフィスだけじゃなくって、環境を変えるような仕組みうちはですね、今のサ
テライトオフィスがあって、WeWorkとリーダーズと日経OfficePassと全部、現に契約
してるんで、実は今日確認したらですね、既に北海道から沖縄まで1000ヶ所以上、う
ちの社員はタダで使えます。自分がこの快適なところで仕事をする。こういったもの
もね、やっぱりコミュニケーションを促進することになると思うんですよね。頭の中
のことを口に出す、それを耳で聞くというのがコミュニケーションですから。それを
いかにですね、助けていくかとこういったことです。（平野洋一郎氏） 

 

 さらに、ホームオフィスのみならず、サテライトオフィスの整備に始まるオフィスの5次

元化（バーチャルオフィスやリゾートオフィスの整備）を図り、BCPの観点からも機能の分

散に取り組んできた。こうして社員の働きやすさを第一に考えた施策を打ち出してきたが、

全社員に対する施策だけでなく、個別の悩みや問題にも事細かに対応し、社員のコミュニ

ケーション促進と生産性の向上を両立してきた。同社では、こうした環境の整備のみなら

ず、社員間の心の壁を取り払い、部門間の連携を促進する取り組みも行ってきた。 

 

部門外の人って、なかなか話す機会がないですね。オフィスだったらなんかあの辺に
いてちょっと立ち話みたいのもあるかもしれないですけども、なかなかそれがないん
で、うちは。あの元々は3ヶ月に1回だった全社会議ですね、今月1にしてます。これ
はオンラインですね。オンラインも中にはランダムにチームを組んでそこで雑談をす
るといったようなことを始めたり、その雑談もですね、テーマによっては何か出たく
ないみたいなところまでヒアリングして、社内コミュニケーションをいかにね、活性
化するか楽しくするか参加したくするか、こういったようなことを未だにチャレンジ
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してます。（平野洋一郎氏） 

 

 月に1回のオンライン全社会議において、部門間を横断する雑談タイムを設け、さらにそ

こに社長も参加することで、社員間の心的な障壁を取り払い、コミュニケーションのハー

ドルを下げるような取り組みをしている。また、飲み会に1人あたり3000円の支援をしたり、

オフィスにビールやワインを置いたりと、コミュニケーションのヒントとなるようなこと

はなんでも取り入れてきた。 

 

4.4.3. 組織文化の浸透とアウトプット至上主義 

 アステリアの組織の特徴の3つ目は、組織文化の浸透とアウトプット至上主義である。先

に述べたような組織の規模を抑えていることや、社長との距離が近くフラットであること

から組織文化の浸透が容易であるという点に注目したい。 

 

2020年4月から、音声を使ったメッセージを始めたんですね。朝メッセージっていう
のを始めて自分の声が隅々まで届くと。よくあるのが、顔を合わせなくなると何か部
長何考えてるかわかんね、とか社長何考えてわかんない、とか会社何考えたらわかん
ね、とかこれ本当に日本でよく聞くことなんですけども、こういったことをちょっと
起こさないとそのときすごく意識したことで、だからテキストだけじゃなくて自分の
声で伝える。なかなかね、会議するメンバーは聞こえますけど、会社全員がフロアに
いるわけじゃないから聞こえないってところで、最初、朝メッセージっていうのを書
き始めて、しばらくしてそれに気がついて今でも声付きで朝メッセージをやってると。
そうするとやっぱり人間動物なんでね、オンラインに長けてきても、やっぱり五感っ
て大事なんですよね。（平野洋一郎氏） 

 

 アステリアでは、新入社員に対して、平野氏が経営理念や会社の方針について直接話す

場を必ず設けているという。こうした取り組みや、テレワークが本格化した後には毎朝平

野氏が音声を使ったメッセージを残すことで、平野氏が考えていることを伝えるようにす

るといった取り組みから、組織の文化が浸透し定着しやすい状況が作り出されている。こ

のような取り組みを通して平野氏は、自分達の先進的な取り組みを外にも発信していくと

いう意思統一を行っている。 

 

このリモート主体で、新しい働き方を私達経営陣はですね、「近未来の働き方」とい
う標語をしてます。私達が勝手にやるんじゃなくて、やっぱり日本のこの世の中が、
こういう働き方をした方が効率がより良くなってアウトプットが良くなるから、どん
どんこっちにシフトしてくるっていう意識です。だから自分たちがよければいいんじ
ゃなくって、だからこそ、いろいろ外にもね、アピールしてるんですよ。よくそんな
スタンドプレーしなくてもいいよみたいなこと言われるけども、私達はこの新しい働
き方とかやり方が世の中にも普及することで私達自身も良くなるし、やりやすくなる
し、日本のね、やっぱりこの生産性を底上げができると信じているのでこういったこ
とをですね、社員ともコミュニケーションをとりながら、そういうリードしていきま
しょうと、自分たちがどうだだけじゃなくて、自分たちの働き方だとか文化でリード
していきましょう、ということを意識して伝えていますね。（平野洋一郎氏） 

 

 いくら、小規模で組織の意思統一や文化が伝わりやすいとはいっても、フルリモートの

もとでは監視が行き届かないのではないかという疑問が生じる。その点に関してはアウト

プット至上主義の考え方を用いている。 
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平野の言葉を借りると、アウトプット至上主義っていうふうなことを言ってまして、
つまり、しっかりアウトプットができるためには、極端に言ってしまうと、24時間の
その人が一番活躍できるときに働くのがいいんじゃないかっていう、こういう考えが
実はあるんじゃないかなと思うんですね。その関係で、今でも昔からうちのもの作り
の開発、こういったところは裁量労働っていうのを使ってます。（齊藤裕久氏） 

 

フレックスだったりテレワークですと監視の体制が必要なんじゃないかとかどういう
ふうに集中すればいいのかっていうところがあったんですが、基本的にそこでアウト
プットすることが個人の評価につながるので、マネジメント層だとか私たちリーダー
の方にしてみると、下の人たちがどういうふうに仕事をしているのかなだとか、進捗
の管理をするぐらいはありますけれど、基本的にはその人に跳ね返ってくると理解し
ているので、監視をするというよりはもう一緒に支えていくようなところが大きいで
す。（齊藤裕久氏） 

 

つまり、アステリアでは自分がベストを出すことができる場所と時間における働きをア

ウトプットとして評価するということである。時間という面では、ハイパーフレックスタ

イム制を取り入れ、コアタイムなしの働き方が可能である。働き方の合理性は追求しなが

らもそのパフォーマンスに対しては厳しく評価を行うというのが同社の方針である。だか

らこそ、経営陣、リーダー陣は監視をするのではなく支援をすることに注力できるのであ

る。 

 

4.5. 組織の規模を抑えていることに対する裏付け 

東証プライム上場企業のうち、IT業界に属し、システム開発を行っている50社（ホール

ディングスやグラフ作成の都合上売上高上位5社はあらかじめ除く）の売上高と従業員数の

プロットしたものが図2である。アステリアの位置をよりクリアにするために従業員数を

600人以下に絞ったものが図3である。 
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図2 東証プライム上場システム開発企業の売上と従業員数 

 
出所：日経会社プロファイルのデータを参照して筆者作成。 

 

図3 東証プライム上場システム開発企業の売上と従業員数(600人以下） 

 
出所：日経会社プロファイルのデータを参照して筆者作成 

 

 図3において赤くマーキングしたものがアステリアであるが、従業員数は4番目に少ない

ということがわかる。さらに、従業員数が600名以下の企業の設立年度と従業員数をプロッ

トしたものが図4である。 
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図4  東証プライム上場システム開発企業の設立年度と従業員数 

 
出所：日経会社プロファイルのデータを参照して筆者作成 

 

図4より、設立年度が早い企業ほど組織の規模も大きくなっているというのが傾向として

読み取れるが、アステリアはその傾向からやや外れた位置にいることが読み取れる。そも

そも、同社は4番目に従業員数が少ない企業であることが図4よりわかっている。そこで、

従業員数が100人のラインに注目すると、アステリア以外の企業はいずれも2005年以降に設

立されている。また、アステリアの設立年度である1998年周辺に注目しても、同社よりも

従業員数が少ない企業は見つからない。ここから、比較的長い歴史を持っているにも関わ

らず、小規模な組織であることが客観的にわかり、組織の規模をあえてセーブしてきたこ

とに対する裏付けになると考えられる。 

5. 考察 

事例において「自律・分散・協調型社会」の実現を先導する企業としてアステリアの特

徴を述べてきたが、改めて整理を行うとともに先行研究との関連について指摘を行う。 

5.1. 事例の整理 

アステリアは創業時から「自律・分散・協調型社会」の到来を確信し、その実現に向け

たプロダクトの提供や社会を先導する取り組みを行ってきた企業である。「自律・分散・

協調型社会」とは、インターネットが社会インフラとなったことで価値の流通が自由にで

きるようになることが契機となり、個々人や個々のチームの多様性が重視される社会であ

ると平野氏は定義する。もっと言えば、小さな組織が繋がって大きな価値を生み出すこと

ができる社会であり、大企業を中心に大きなことをしていた社会からの変革に他ならない。 

繰り返しになるが、この社会の実現に向けて同社は2つのアプローチを試みてきた。1つ

目は「つなぐ」プロダクトの提供である。「自律・分散・協調型社会」においてはデータ

を繋げることが重要であるということを起点に、ヒトとヒト、データとヒトなどを繋げる

プロダクトを提供することでこの社会の実現に寄与してきた。同社のプロダクトにはこの

社会の実現が根底にあるため、現在のニーズではなく未来のニーズを創り出すという方針

のもと生み出されている。実際に三つの主要製品にてマーケットリーダーの地位を確立し
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大きな影響力を持っていることは間違いない。 

二つ目は、自社が「少数精鋭」の組織であり続けることである。平野氏は「少数精鋭」

を「小さな組織がつながって大きなことをする、これを体現する組織」であると定義し、

実際にこの考え方に即した組織作りを行ってきた。まず、同社が「小さな組織が繋がって

大きいことをする」を体現していると考えられる取り組みは「TDMテレワーク推進委員会」

と「ブロックチェーン推進協会」の立ち上げである。他社を巻き込み時代を先導する団体

を形成するとともに、日本社会の発展を意図した情報発信を行ってきた。次に、同社の組

織体制についてだが、平野氏はあえて組織の規模（人数）をセーブし、自分達の図体が大

きくなりすぎないことに注意していると話している。実際に開発に携わった人数の少なさ

や営業部隊の人数や代理店となるパートナーの数を制限していることから小規模の組織へ

のこだわりがうかがえる。ただし、パートナーの制限に関しては、パートナー同士が市場

を食い合うことを避け、ロイヤリティを上げることが真意であるという点に注意したい。

この点においても、他社とのつながり、協調に重きを置いていることがわかる。 

このように小規模な組織でありながら、マーケットリーダーの地位確立や時代を先導す

る取り組みを行い外部に発信するなど、アステリアが「少数精鋭」の組織であることが伝

わるだろう。では、どのように「少数精鋭」の組織を維持しているのだろうか。この問に

対しては、1. 「ビジネスモデルに立ち返ること」、2. 「フラットでチャレンジしやすい

風土」、3. 「コミュニケーションへのこだわり」、4. 「組織文化の浸透とアウトプット

至上主義」、の四つの観点から回答することができる。 

まず、アステリアは、1. 「ビジネスモデルに立ち返ること」を重要視している。具体的

にはアステリアは、受託開発は行わずに新しいプロダクトの開発・提供にこだわることで、

ビジネスの大きさに比例して開発を増やす必要性を低くしている。さらに、販売・営業に

おいてアウトソーシングを用いることで、営業の急拡大をする必要もなくなる点も重要で

ある。 

次に、2. 「フラットでチャレンジしやすい風土」が組織内に根付いていることである。

チャレンジを許容する風土と、社内のやり取りがフラットで誰にでもアクセス可能な技術

環境が相まって、社長への提案も即座にできる仕組みが機能している。そのため、ボトム

アップの提案が生まれやすい。また、細かい指示を与えないことで、自然と助言を貰おう

とすることが増え、コミュニケーション促進にもつながる。こうした環境づくりを通して

社員のコミットメントが高まっている。 

さらに、3. 「コミュニケーションへのこだわり」も重要である。アステリアは部門間や

個人の間で連携が取りやすい組織である。完全フルリモートの元でコミュニケーションを

促進するための方法として、働きやすさの追求とそのための支援を行っている。具体的に

はホームオフィスへの支援のみならず、サテライトオフィスやバーチャルオフィス、リゾ

ートオフィスの整備を進めてきた。また、部門の壁を取り払った雑談の時間を設けるなど

の工夫により、コミュニケーションのハードルを下げることに成功している。 

最後に、4. 「組織文化の浸透とアウトプット至上主義」が挙げられる。アステリアは、

会社の方針、文化を社長自らが直接的に伝えることによって組織全体へ浸透することを意

図してきた。これは「少数精鋭」だからこそできることでもあり「少数精鋭」の維持にも

繋がっていることに留意したい。また、アウトプット至上主義の評価であることから、個

人がベストなパフォーマンスができる時間と場所で働くことが許容され、経営陣もそれを

監視するのではなく支援することに注力している。 

 

5.2. 「自律・分散・協調型社会」とは何か 

前述したが、平野社長が標榜する「自律・分散・協調型社会」とは、「誰もが自由に価

値の流通を行うことができ、個々人の多様性が重視される社会」である。そして、この社
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会のもとでは組織間の関係性にも変化が起こる。この組織間の関係性の変化は、「小さな

組織が必要に応じてつながって大きな価値を生み出すことができるようになる」ことに他

ならない。先行研究における國領（2009）も、「自律・分散・協調」を社会のモデルに適

用したが、その特徴は末端と末端の結合、つまり個人と個人の間での情報の流通が促進さ

れると説明されていた。それに対し、平野氏の定義は組織と組織の関係性が変化すること

に着目している。さらに、アステリアの事例からわかるように、ただ単に小さな組織であ

るだけではなく、「少数精鋭」の組織であることが求められる。 

平野氏は「少数精鋭」の組織とは「小さな組織がつながって大きなことをする、これを

体現する組織」であると定義している。メンバーの一人一人が専門領域に特化し、会社と

しても領域をシャープに絞ることで高いパフォーマンスを発揮するとともに、他社とつな

がることができるという意味で使われていることに注意したい。 

先行研究では、少数精鋭の明確な定義を見つけることはできなかったが、小規模組織の

有効性を測る指標として、従業員一人当たりのアウトプットを用いており、小規模組織に

おいてはこのアウトプットが大きくなると主張していた(Pavitt et al., 1987)。先行研究

が主張する少数精鋭は辞書通りの意味であると考えられるが、「優れたものだけを集める

のではなく、個々人と組織が専門領域に特化することで高いパフォーマンスが発揮され、

さらに他社とつながることで大きな価値を生み出すことができる」という平野氏が定義す

る「少数精鋭」とは大きく異なっている。この「少数精鋭」の考え方をもとに「自律・分

散・協調型社会」を図示したものが図5である。必要に応じて切り離せるという点も考えて

組織間の繋がりには点線を採用している。 

 

図5 アステリアが想定する「自律・分散・協調型社会」 

 
 

5.3.「自律・分散・協調型社会」において有効な組織モデル 

さて、「自律・分散・協調型社会」を明確に定義したところで、RQ1である、「自律・分

散・協調型社会において有効に作用するモデルとは何か？」という問いに答えていく。結

論から言うと、「自律・分散・協調型社会」において有効に作用するモデルは「自律・分

散・協調型組織」である。アステリアの事例では、創業以来の理念である「自律・分散・

協調型社会の実現」に沿った組織作りに取り組んできた結果、特殊な組織モデルになって

いると解釈できる。図6は同社の組織をモデル化したものである。 



20 

 

 

図6 自律・分散・協調型組織 

 
 

5.3.1. 「自律・分散・協調」の定義 

アステリアにおける「自律・分散・協調」の要素を並べる前に、この概念の起源に遡っ

た「自律・分散・協調」の定義を考える。森ほか(1984）によると、自律分散システムとは、

1. 各サブシステムはそれぞれコントローラを持ち、各コントローラは目的を持ち、2. 各

サブシステムのコントローラは、それぞれ独自の責任で制御すべき担当領域を持つ、とい

う前提のもとで、自動可制御性と、自律可協調性の特性をもつ。 

自動可制御性とは、いかなるサブシステムが不稼働になっても、残りのサブシステムの

コントローラはそれらの担当領域の状態を任意に制御できるという特性であり、自律可協

調性とは、いかなるサブシステムが不稼働になっても、残りのサブシステムのコントロー

ラはそれぞれの異なった目的を協調できるという特性である（森ほか, 1984）。これらの

特性の中には、協調の考え方が含まれていると思われる。 

さらに、森ほか（1984）の定義に照らし合わせ、組織における「自律・分散・協調」を

以下のように定義する。 

自律とは、独立した個人が過度な管理や監視をされることなく業務を行うことができる

ことであり、分散は、権限が分散し、独自の責任を持って意思決定が行えること、協調は、

他の組織や個人と必要に応じて連携することで価値の創出を行えることである。 

以上の定義に照らし合わせると、アステリアは「自律・分散・協調」の要素を持ち合わ

せる企業であると言える。「自律」の面では、フルリモートワークのもとで個人の裁量を

重視した合理的な働き方ができることに加え、経営陣は監視するのではなく支援をするこ

とで個人の成長に寄り添う。また、方向性の確認はするけれども、細かい指示は与えずに

自律を促すという点も要素の一つである。「分散」の面では、以下の長沼氏の発言からも

わかるように、マネージャーに権限が分散し、自由にクリエイティブに発想、意思決定が

行える。 

 

自由にできる空気があるんで、なんかそこは最大限活用したいなって気持ちになりま
すかね。変に指示を待つのではなくて、むしろ自分の発想でとか自分の想像力とか発
想力を発揮できるような仕事がしたいなとていうので、今までの会社だとどうしても
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ある程度答えが決まってるような感じで任せられるんで、その枠の中でやらないと、
結果的には評価もされないしっていうのがあるんですが、平野さんの場合には奇抜で
あればあるほど喜ばれるのでそういう面では、何かただ単に任されてるって以上に工
夫もしがいがあるというかですね、変な忖度がない会社なので自由に突拍子もないこ
とを含めてですね、議論しやすい経営者っていうところ。（長沼史宏氏） 

 

マネージャーのみならず、フラットな組織を築いていることからボトムアップの提案が

出やすい環境になっている。また、平野氏は、権限移譲の基礎にはコミュニケーションか

ら生じる信頼や企業文化の浸透があるとしている。リモートワークという個人が自律した

環境においてもコミュニケーションにこだわりを持ってきたことや社長の努力による企業

文化の浸透が権限の分散に繋がってきた側面も否定できない。Laloux (2014)もその著書の

中で、「現場の最前線にいる社員が、がんじがらめのルールではなく、組織で共有されて

いる様々な価値観に包まれて、正しい判断をする者として信頼される」と述べており、権

限移譲における文化の浸透と信頼を重要視している。補足として、オフィス機能を分散し

ているという点にも留意したい。「協調」の面では、TDMテレワーク推進委員会やブロック

チェーン推進協会に代表される他社を巻き込んだ社会の先導、代理店販売における他社の

幸せも考えるなど、「小さい組織がつながって大きいことをする」、これを体現している。

この協調の面において、組織が「少数精鋭」であることは有利に働くのであると解釈でき

る。 

 

5.3.2. ティール組織とアステリアの比較 

 最後に最新の組織モデルであるティール組織と、筆者が提案する「自律・分散・協調型

組織」との比較を行っていく。Laloux(2014)によると組織のモデルは人の認識の変化、つ

まりパラダイムの変化によって組織モデルが変化していく。Lalouxによれば新しい組織モ

デルが既存の組織モデルを包括する形でレッドからアンバー、オレンジ、グリーン、ティ

ールへと発展しているが、事例企業であるアステリアはどこに位置するのだろうか。平野

氏自身は「グリーン」であるとの認識であるが、筆者の認識は少し異なり、グリーンの先

を行っていると考えている。ここからは同社のグリーンな要素とティールの要素を整理す

る。 

 まず、グリーン組織の特徴は、1. 権限の移譲、2. 価値観を重視する文化と心を揺さぶ

るような存在目的、3. 多数のステークホルダーの視点を活かすこと、の三つである。1に

ついては、テレワークのもとで個人の裁量を重視し、意思決定の大半を現場に任せている

という点や平野氏がサーバント・リーダー（部下に耳を傾け、権限を移譲し、動機付け、

育てるリーダー）であるという点から合致している。2. 価値観の重視と存在目的という点

についても、存在価値至上主義という創業理念のもとで国内初のソフトウェアを世界にと

いうスローガンのもと、目的に共鳴する人が集まり発展してきた歴史がある。3. 多数のス

テークホルダーの視点を活かすという点も、ステークホルダーとの対立がほとんどないと

いうことからも合致していると解釈できる。アステリアはやはりグリーンの要素を持ち合

わせている企業であるが、ティールの要素についてはどうだろうか。 

 次にティールの要素を検討していく。ティール組織の特徴は大きく分けて、1. 自主経営、

2. 全体性、3. 存在目的の三つである。まず、1. 自主経営についてだが、この点について

は合致していないというのが筆者の見解である。自主経営は、チーム制において際限なく

権限が移譲されていることが前提であり、購買、評価、報酬、役割までもチームや個人で

決定する。ここまで従業員の自律に重きを置くのは、特に上場企業にとって実現するのが

難しいというのが現状である。次に2. 全体性については合致していると考えられる。全体

性を追求するとは、端的に言えば従業員が最も自然体で働ける状態の追求に他ならない。

アステリアにおいては、リモートワークにおけるホームオフィスの整備や、サテライトオ
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フィス、リゾートオフィスの整備などに取り組み、コミュニケーションの促進に繋げてき

た。場所だけでなく、時間にも縛られない働き方で従業員にとっての合理性を徹底追求し

てきた点も全体性に合致していると言える理由である。3. 存在目的という点が最も合致し

ている特徴である。具体的には表4にまとめているが、存在目的を起点とした経営戦略や人

事戦略になっているという点に着目したい。以上で見てきたように、アステリアはティー

ルとしての要素も十分に持ち合わせているのではないかと理解できる。 

 

表4 存在目的の要素とアステリア 

 ティール組織 アステリア 

目的 組織は自らの存在目的を持っ

た生命体として見られてい

る。 

存在価値至上主義を掲げ、価値を示

すことを中心に据えた事業活動。 

意思決定 組織の存在目的に耳を傾ける

慣行： 

-誰もが感知器 

-大集団でのプロセス 

-瞑想、誘導視覚化 

-外部からの働きかけに対す

る反応 

組織文化浸透への努力 

フラットな組織のもとでボトムアッ

プの提案が活発 

 

 

競合他社 「競合他社」を受け入れ、共

に存在目的を追求する。 

そもそも領域をシャープに絞ること

で競合が生まれにくい。 

成長と市場シェア 存在目的の達成に寄与する限

りにおいて重要。 

マーケットリーダーの地位を確立す

るNo.1戦略。ここから生まれる「自

律・分散・協調型社会」実現に向け

た影響力。 

利益 正しいことをしていれば自然

についてくる後続的な指標。 

利益よりも存在価値を重視する。結

果として利益がついてきている。 

マーケティングと

開発 

インサイド・アウトー何を提

供するかは存在目的によって

定まる。 

存在目的に従い、徹底的なプロダク

トアウト。顧客ニーズの先を行く。 

個人の目的 個人の目的と存在目的の交差

点を探るために、採用、教

育、評価制度が用いられる。 

組織文化に共鳴する人材の採用。役

割の遂行に主眼を置いた評価。 

出所：Laloux (2014) を参考に筆者作成 

 

5.3.3 ティール組織と「自律・分散・協調」概念の接続 

 以上の議論から、アステリアはグリーン組織とティール組織の中間という解釈をするこ

ともできるが、腑に落ちない部分が残ることも事実である。腑に落ちない部分というのは、

アステリアの事例に特有の、他社との協調関係やその中でリーダーシップを発揮している

という点である。ティール組織を含め、Laloux (2014) が示すモデルは基本的に他社との
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関係性に深くまで言及していない。そこで、筆者は他社との関係性を示す「協調」という

考え方を起点に、「自律・分散・協調」の概念をティール組織に適用しようと試みた。図7

は、本節の冒頭で提示した「自律・分散・協調型組織」とティール組織・グリーン組織を

接続したものである。 

 

図7 「自律・分散・協調型組織」とティール組織・グリーン組織の関連 

 
 

かなり大雑把な図ではあるが、重要なのは、アステリアの組織モデルである「自律・分

散・協調型の組織」はグリーン組織でもティール組織でもないはみ出した領域に存在する

ということである。図8に着目してもらいたい。筆者は、グリーンにおいて重要な要素であ

る分散、ティールにおいて重要な要素である自律、そしてアステリアの事例において重要

な協調という三つの要素を図に表現することで図7の妥当性を主張したい。つまり、アステ

リアの組織モデルである「自律・分散・協調型組織」はグリーン組織における分散の機能

を持ち、さらにLaloux (2014)のモデルにはない「協調」という機能を持っているが、自律

の度合いはティールに比べて低いということである。さらに、このモデルにおいて重要な

意味を持つのは、分散から、自律、そして協調の順番に発展していることであり、これは

システムの発達とともに分散、自律、協調の概念が順に現れていったことと無関係ではな

い可能性もあるということである。Laloux (2014)はパラダイムの変化が組織を変化させる

と主張したが、パラダイムの変化の背景には技術的な革新があるという見方もできると思

われる。 

 

  



24 

 

図8 「自律・分散・協調」概念とティール組織・グリーン組織の関連 

 
 

6. 結論 

6.1. 本研究の意義 

本研究で明らかにしたのは次の三点である。 

まず、「自律・分散・協調型社会」とは何かを明確にし、その文脈における「少数精鋭」

とは何かをアステリア社の事例を検証するなかで明らかにした。「自律・分散・協調型社

会」とは小さな組織が必要に応じてつながって大きな価値を生み出すことができる社会で

あり、それぞれの小さな組織は「少数精鋭」の特性を持っていることが重要になる。「自

律・分散・協調型社会」における「少数精鋭」とは小さな組織がつながって大きなことを

する、これを体現する組織である。ここで重要なのは、辞書通り「少数だが優秀な者のみ

を集める」ということではなく、個々人が専門領域に特化しつつ、事業も領域をシャープ

に絞る（アステリアで言うところの「つなぐ」）ことで高いパフォーマンスの発揮、他社

との積極的な協働が可能になるということである。さらに、「少数精鋭」を維持するため

には、1. ビジネスモデルへの立ち返り、2. フラットな組織づくり、3. コミュニケーショ

ンへの工夫、4. 組織文化の浸透が必要である。 

次に、「自律・分散・協調型社会」において有効に作用する組織モデルとは何かという

点も明らかにした。「自律・分散・協調型社会」において有効に作用する組織モデルは

「自律・分散・協調型組織」である。これは、「自律・分散・協調型社会」実現に向けた

組織づくりをおこなったアステリアの組織モデルが特殊なものになっていることに起因し

ている。同社の事例と先行研究における「自律・分散・協調」概念の発展に照らし合わせ、

組織における「自律・分散・協調」を以下のように定義し直した。 
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自律は、独立した個人が過度な管理や監視をされることなく業務を行うことができるこ

とであり、分散は、権限が分散し、独自の責任を持って意思決定が行えることである。協

調は、他の組織や個人と必要に応じて連携することで価値の創出を行えること、である。 

これらの定義は技術の進展が進み、社会、組織のあり方が変わるとともに変化すると考

えられるが、いずれにせよ「自律・分散・協調」概念の起源と発展の過程に照らし合わせ

ることが重要であると考える。 

最後に、「自律・分散・協調」概念とティール組織の接続についてである。結論から言

えば、「自律・分散・協調」概念とLaloux(2014)の組織モデルは組み合わせて議論するこ

とが可能である。グリーン組織では「分散」の機能が、ティール組織では「自律」の機能

が際立って大きな意味をなすと解釈することができる。さらに、「自律・分散・協調型組

織」では「協調」という他社とのつながりが重要な機能であり、それがグリーン、ティー

ルとどのように接続するのかを明らかにした。 

上述したとおり、本研究は、日々進化を続ける「自律・分散・協調」概念を社会と組織

に適用し、再定義をおこなったことに理論的な含意を持つ。また、発展が続く「自律・分

散・協調型社会」における組織モデルを示し、アステリアの事例を用いて具体的な施策や

経営陣の考え方にまで踏み込んだという点で実践的含意があると考えている。さらに、最

新の組織モデルであるティール組織との接続も試みた点から、組織モデル研究に微力なが

ら、新たな示唆を与えることができたのではないかと考えている。 

 

6.2. 本研究の限界 

本研究の研究対象はソフトウェア企業のアステリア一社であり、この研究はシングルケ

ースである。そもそも繋がりやすい業界にいることや組織の規模の維持についても、業界

構造が関係して構築できたモデルの可能性も高い。また、規模の大きい組織がどのように

関わるのかについても示せていない。より幅広い分野かつ様々な規模の組織の研究が今後

必要だろう。 
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